
  

―　　―１１

近畿大学短大論集

第５２巻 第１号（２０１９年１２月）

p.１１～２２

２００８SNA に対応した関西経済予測モデル

入　江　啓　彰†

抄録

県民経済計算で新たな計算体系として導入された ２００８SNA の概要とその関西各府県経済への影響

をみた。また筆者がこれまで開発してきた関西経済予測モデルを ２００８SNA に準拠したデータに基づ

き改定した。明示的な形 で ２００８SNA に対応した地域マクロ計量モデルは、独自のものとなる。標準

予測の結果によると、関西の実質 GRP 成長率は２０１９年度＋０.６％、２０年度＋０.５％となる。本モデル

のように、県境を越えて広域に跨る経済を取り扱う地域計量モデルは、データの制約等の問題がある

ものの、政策決定や予測にその果たす役割は大きいと考える。
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Abstract
In Japan, the ２００８ version of the Systems of National Accounts（２００８SNA）has being used in 

prefectures since ２０１６.　This study examined the changes in ２００８SNA and their impact on Kansai 

prefectures.　The author has developed Kansai econometric forecasting models.　This study revised 

the models based on data compliant with ２００８SNA.　To the best of the author’s knowledge, there 

is no regional macroeconomic model that explicitly supports ２００８SNA in previous studies. 

Kansai’s real gross regional products（GRP）growth rate is forecast to be ＋０.６％ in FY２０１９ 

and ＋０.５％ in FY２０２０.　A regional metrology model dealing with economies beyond prefectural 

borders in a greater area is thought to be useful for policy decisions and predictions.
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１．は じ め に

近年、インバウンドの増加、AI や IoT といっ

た新技術による第４次産業革命の進展、働き方改

革の進展に伴う雇用環境の変化など、地域経済を

めぐる環境は大きく変化している。こうした変化

の中において、経済の先行きについて成長戦略を

定める地方自治体や地域は多い。例えば関西経済

連合会は、２０２０年度の経済目標として広域関西の

域内総生産（以下では GRP と記す）１２０兆円を掲

げている�。また大阪府・大阪市が共通の戦略と

して２０１０年に策定した「大阪の成長戦略」の最新

版（１８年３月改訂）では、経済目標のひとつとし

て「実質成長率年平均２％以上」を掲げている。

こうした地域における経済成長の達成に向けて、

地域経済を対象とした定量的なマクロ経済分析の

果たす役割は大きくなってきている。

一国全体や地域経済の定量的な分析には、さま

ざまなアプローチがある。関西経済を対象とした

実証分析の近年の研究事例としては、関西経済に

ついての多角的な構造分析と景気指数の作成を

行った根岸編著（２０１２）、関西経済を中心に据え、

グローバル経済と府県レベルとの関係を考慮し産

業連関分析、生産関数分析、景気先行指数分析な

ど多角的な分析を行った豊原編著（２０１８）、広域

関西２府８県の産業連関表を接続した関西地域間

産業連関表を開発したアジア太平洋研究所（２０１９）

など数多く存在する。

筆者も、稲田・入江（２０１３）や入江（２０１４）に

おいて、関西経済を対象とする経済予測モデルを

開発してきた。ただしこれらのモデルで利用して

いるデータは、１９９３SNA と呼ばれる国民経済計

算の旧基準にしたがって作成された県民経済計算

をベースとしている。現行の最新年度となる２０１５

年度確報の県民経済計算は、最新の国際基準であ

る ２００８SNA に準拠して作成されている。そこで

本稿では、これらのモデルを改訂し、新たに各都

道府県の ２００８SNA に準拠した２０１５年度県民経済

計算をベースとする関西経済予測モデルを構築す

る。２００８SNA に対応したマクロ計量モデルは、

全国を対象とした研究はいくつかあるものの、地

域を対象とするモデルで明示的に取り扱った研究

は、筆者が探した限りにおいてはまだ存在してい

ない�。

本稿の構成は以下の通りである。まず２．にお

いて、２００８SNA の概要と変更点について述べ、

９３SNA との計数との対比を行う。３
　

 ．では改訂版

関西経済予測モデルの構築に用いたデータ系列の

作成方法について述べる。４
　

 ．では同モデルの構

造と主要方程式を示す。５
　

 ．では同モデルを用い

た標準予測の結果を紹介する。最後に６．はモデ

ルの今後の課題、展望である。

２．２００８SNA と足下の関西経済

本節では、２００８SNA の概要と変更点について

述べ、９３SNA との計数との対比を行う。

２�１　２００８SNA の特徴

わが国の国民経済計算は、国際的な基準である 

SNA（the System of National Accounts）にし

たがって作成されており、２０００年以降は「１９９３SNA」

と呼ばれる国際基準に準拠してきた。SNA は、

経済の実態を表す正確性、国際比較性、国際収支

マニュアルや国際会計基準等の他の統計との整合

性の改善を目的として、２００９年に新たな基準であ

る「２００８SNA」が国際連合において採択され、各

国で対応が図られてきた。

わが国の国民経済計算においても、２０１６年の平

成２３年基準改定にあわせて ２００８SNA に変更し、

推計手法の見直し・改善、定義概念の変更などが

行われた。また国民経済計算の基準変更にあわせ

て、各都道府県が作成する県民経済計算において

も、２０１５年度確報以降は、２００８SNA に準拠して

作成されることとなり、順次公表されている。

内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部（２０１７）

によると、１９９３SNA から ２００８SNA の変更点は多

岐にわたるが、主に以下の４つの分野に集約され
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るとしている。

第一は、非金融（実物）資産の範囲の拡張であ

る。具体的には、研究開発投資（Ｒ＆Ｄ、Research 

and Development）や兵器システムに対する支出

を総固定資本形成等に記録するとともに、その蓄

積を固定資産等のストックとして計上（資本化）

することとなった。これにより、固定資産の内訳

として、従来の「無形固定資産」に代わり、Ｒ＆

Ｄを含む「知的財産生産物」が位置付けられてい

る。

第二は、金融資産・負債のより精緻な記録であ

る。金融商品・活動の多様化・発展や IAS 改定に

対応して、金融資産の内訳分類や金融機関の内訳

部門の改定、雇用者ストックオプションの記録、

IAS と整合的に確定給付型の企業年金等に係る年

金受給権を厳格に発生主義に基づいて記録するこ

と等が含まれている。

第三は、一般政府や公的企業の取り扱いの精緻

化である。具体的には、各種機関の一般政府や公

的企業への分類基準が明確化、一般政府と公的企

業との間の例外的な資金の受払の取扱いの精緻化、

中央銀行の産出額の明確化等である。

第四は、経済のグローバル化への対応であり、

財貨・サービスの輸出入を国際収支統計と整合的

な形で記録する等の変更が行われている。

この改定による名目 GDP 水準の変化について、

柿澤ほか（２０１７）によると、１９９４～１９９９ 年度の平

均で１２.３兆円、２０００～２００９年度の平均で１８.３兆円、

２０１０年度以降の平均で２３.９兆円の上方改定となっ

ており、直近年度である２０１５年度では３１.６兆円の

上方改定となったとしている。

２�２　２０１５年度確報からみた関西経済

関西２府４県の２０１５年度県内総生産の実績値を

みておく。各県の経済規模（名目 GRP）は、大

阪府が３９.１兆円で最も大きい。しかし県内総生産

全国２位の座を愛知県（３９.６兆円）に譲る結果と

なった。これは、１９９３SNA では中間投入として扱っ

ていた研究開発（Ｒ＆Ｄ）への支出について、今

回の基準改定等から総固定資本形成に計上するこ

ととなった変更が影響していると考えられる。す

なわち、製造業のシェアが大きい愛知県では、こ

の変更の影響が大きく、大阪府と順位が逆転する

一因になったのである。大阪府に次いで、以下兵

庫県（２０.５兆円）、京都府（１０.３兆円）、滋賀県（６.２

兆円）、奈良県（３.６兆円）、和歌山県（３.５兆円）

と続く。関西２府４県の合計は８３.２兆円となる。

全国の名目 GDP に対する関西のシェアは１５.２％

で、前年度（２０１４年度）から０.１％ポイント下落と

なった。

次に、成長率を見よう。２０１５年度の関西全体の

実質成長率は+１.４％で、２
　

 年ぶりにプラス成長に

転じた。全国は同+１.６％であり、関西の成長率は２

年ぶりに全国を下回ったことになる。２０１５年度の

関西で成長率が最も高かった府県は京都府（+４.２％）

で、以下滋賀県（+２.５％）、大阪府（+１.５％）、兵

庫県（+０.９％）と続く。奈良県（―０.９％）と和歌

山県（―４.９％）はマイナス成長であった。滋賀県

と京都府は全国の伸びを上回るプラス成長であっ

たが、奈良県と和歌山県のマイナス成長の影響が

大きく、関西全体の成長を押し下げた。

２�３　基準改定の影響

基準改定等に伴う名目関西 GRP の水準の変化

を見てみよう（図１）。名目関西 GRP の水準は、基

準改定等により、２００６年度以降の全ての年度にお

いて上方改定となっている。年度を通じた改定幅

の平均は４,７３７億円で、率にすると約０.６％である。

同期間における国民経済計算の名目 GDP 改定率

は平均４.３％であり、関西での改定率は小幅であっ

たことになる。

基準改定で各府県の GRP が上方改定となった

主因はＲ＆Ｄの資本化によるもので、特に製造業

で影響が大きいとされる。「平成２７年度大阪府民

経済計算（確報）」によると、２０１４年度における

企業内研究開発のＲ＆Ｄ産出額は１.１兆円であるが、
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経済活動別にみると製造業が９,３６０億円を占めてい

る。

次に関西の府県別および全体について、経済活

動別に２０１４年度の名目 GRP の改定状況を見てみ

よう（表１）。府県別に見ると、京都府を除くす

べての府県で県内総生産は上方改定となっている。

関西全体においても製造業の生産額の上方改定幅

が最も大きく、これが GRP 全体の上方改定に寄

与している。一方不動産業は各府県とも下方改定

となっている。これは、各府県とも持ち家の帰属

家賃の推計方法を精緻化したことが要因と考えら

れる。不動産業の生産額に含まれる持ち家の帰属

家賃は、今回の基準改定から木造と非木造を分割

して推計する方法に改められた。従来の基準では、

持ち家の帰属家賃として市中における賃貸住宅の

平均家賃単価を適用する簡易推計が行われていた。

この簡易推計では、借家と持ち家の建て方、構造、

築年数等々の違いが考慮されないことになる。家

賃を比較すると、一般的に木造に比べて非木造の

方が高い傾向にある。借家は持ち家に比べて非木

造比率が高く、したがって従来の簡易推計では、

持ち家の帰属家賃が過大推計になっていたと考え

られる。今回の基準改定等によって推計方法が精

緻化されたことによって、持ち家の帰属家賃が下

方改定となり、結果として不動産業の生産額は下

方改定となったのである。

各県の経済活動別改定幅をみると、おおむね製

造業の上方改定が全体の改定幅に影響しているが、

京都府では不動産業の下方修正幅が大きく、結果

として全体では下方修正となっている。

また表２は、各府県の改定幅を支出項目別にみ

たものである。民間住宅投資、企業設備投資、公

的総固定資本形成といった投資関連の項目につい

て、多くの府県で上方改定となっている。またそ

の他項目が和歌山県を除く各府県で下方改定と

なっているが、これは民間在庫変動の影響が大き

い。

３．データの作成方法

本節では、関西経済予測モデルの更新にあたっ

て必要となる各府県のデータ系列の作成方法につ

いて入江（２０１４）との相違点を中心に説明する。

関西経済予測モデルが分析対象とする「関西」

には、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、

和歌山県の２府４県が含まれており、関西２府４

県を統合して、これを一つの経済単位と捉えてモ

デルを構築する。しかしながら「関西」を一つの
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表２　支出項目別に見た改定幅（単位１０億円）

和歌山県奈良県兵庫県大阪府京都府滋賀県関西計産業

▲ １１０３９１６０５１,６２７▲ ８１▲ ７２,４２５民間最終消費支出

▲ ６▲ １▲３４▲ ８２７２６３政府最終消費支出

７▲ ２４１３０１９５１００民間住宅投資

１７１０２２６▲ １７▲ ２１３４５１３６６企業設備投資

１５２１４９９１３９２２２３６公的固定総資本形成

▲ ２２３▲ ５１３５５▲ ８２５２３４▲３４４▲ ８５５移出入（純）

３１３▲ ４３４▲８５５▲ ６３７▲ ２５７▲ １１７▲ １,９８８その他

１３２６１８６２６０▲ ２３２３５２８８合計（GRP）

出所：『県民経済計算』より作成

表１　経済活動別にみた改定幅（単位１０億円）

和歌山県奈良県兵庫県大阪府京都府滋賀県関西計産業

３▲ ２▲ ６▲ １８▲ ５▲ ４▲ ３２農林水産業

６７８２４５４１,０７４２２１３１８２,２１８製造業

１０９▲ ６７８５▲ ４２▲ １２▲ １７建設業

▲ ４０▲ ２２８▲ ２３６▲ ８０▲ ９▲ ３７９卸売・小売業

２３６４７６４４９８１９８運輸・郵便業、情報通信

▲ ８４８２６１２０８１３２０７金融・保険業

▲ ７８▲ ９２▲ ３７１▲ ８８９▲ ４４０▲ ３３４▲ ２,２０３不動産業

▲ ８８▲ ２４▲ ３０１▲ ３０７▲ ２９▲ ５６▲ ８０４公務

１２３１９３９６３６６８６１１２１,１０１その他

１３２６１８６２６０▲ ２３２３５２８８県内総生産

０.４０.７０.９０.７－２.３０.６０.４改定率（％）

出所：『県民経済計算』より作成

図１　基準改定等に伴う関西名目 GRP の変化

出所：『県民経済計算』より作成



行政単位とする SNA 体系に則った統計は存在し

ない。そこで関西経済予測モデルの構築にあたり、

関西２府４県で個々に公表されている県民経済計

算を集計した関西統合データを独自に作成する必

要がある。

まず支出項目、分配項目のデータについては、

原則として各府県が公表している『県民経済計算』

を利用する。ただし過去のデータについては内閣

府から公表されている『県民経済計算』を利用す

る。内閣府から公表されている『県民経済計算』

には、計数概念・基準年の違いから、２０１９年時点

では６種類の基準計数が存在する。また、それぞ

れ公表されているデータの期間が異なる。

表３および図２は、県民経済計算データの正式

系列と参考系列の公表状況を整理したものである。

以下では、便宜的に６種類の基準をそれぞれＡ～

Ｆと呼ぶことにする。Ｆが今回追加された新基準

の ２００８SNA に基づく系列である。Ａについては、

内閣府が遡及推計したデータであり、「参考系列」

として掲載されている。一方、Ｂ～Ｆについては、

都道府県によって作成された計数が掲載されてい

る。Ｂ～Ｆには公表データが重複している年があ

るが、この場合には最新基準の計数が「正式系列」

となる。このとき旧基準の計数は「参考系列」と

なる。ただし「正式系列」においても、それぞれ

基準年・計数概念が異なるため、長期時系列をデー

タ作成する際に、直接データを接続することはで

きない。

関西経済予測モデルでは、原則として正式系列

の計数を用いてデータ系列を作成する。したがっ

て、Ａの系列は本モデルにおいては利用しない。

需要項目については１９８０年度以降２０１５年度まで、

分配などその他の項目については１９９０年度以降２０１５

年度までのデータを収集し、統合・整理する。基

準年次・計数概念が切り替わる時点においては、

極端な乖離が生じないよう調整して過去の計数を

作成した。以下、主要需要項目について調整方法

を具体的に説明する。なお分配項目およびストッ

ク系列については、入江（２０１４）に準拠した方法

を用いる。

・主要需要項目

県内総生産、民間最終消費支出、民間住宅投資、

民間企業設備投資、政府最終消費支出、公的固定

資本形成は以下のように作成する。まず名目値に

ついて、１９９０年度から２０１１年度までは正式系列の

Ｃ・Ｄ・Ｅ・Ｆを用いる。Ｃ・Ｄ・Ｅは、ともに 

９３SNA による計数であるため、接続が可能であ

る。一方、１９８０年度から１９８９年度について正式系

列となるＢおよび２００６年度から２０１５年度について

正式系列となるＦは、基準が異なるため BC 間

（１９８９�９０年度）および EF 間（２００５�０６年度）は直

接データを接続することができない。そこで、直

近の重複する年度のデータを用いて両者の比率を

算出し、その係数をもとに過去のデータを遡及し

て推計する。例えば１９９０年度におけるＢの数値と

Ｃの数値の比率を算出し、その比率を１９８０年度か

ら１９８９年度のＢの系列に乗じて、これを用いる。

デフレータについては、正式系列を用いて接続

するが、基準が変わる各時点で調整を行っている。
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表３　県民経済計算の基準年別公表状況

参考系列年度正式系列年度公表期間年度計数概念基準年

１９５５～１９７４―１９５５～１９７４６８SNA１９８０年Ａ

１９９０～１９９９１９７５～１９８９１９７５～１９９９６８SNA１９９０年Ｂ

１９９６～２００３１９９０～１９９５１９９０～２００３９３SNA１９９５年Ｃ

２００１～２００５１９９６～２０００１９９６～２００５９３SNA２０００年Ｄ

２００６～２０１１２００１～２００５２００１～２０１１９３SNA２００５年Ｅ

―２００６～２０１５２００６～２０１５０８SNA２０１１年Ｆ

出所：『県民経済計算』より筆者作成

図２　県民経済計算のデータ掲載状況

出所：『県民経済計算』より筆者作成



調整方法は、名目系列で行った調整と同様である。

最後に名目値をデフレータで除して、実質値を作

成する。

・在庫変動

在庫変動については、まず名目値を作成する。

１９９０年度から２０１５年度までは正式系列のＣ・Ｄ・

Ｅ・Ｆを用いる。１９８０年度から１９８９年度について

は、１９９０年度のＢとＣの差を１９８０年度から１９８９年

度のＢの系列に加えて、これを用いる。次に、こ

の名目値をデフレータで除して、実質値を作成す

る。このデフレータは、全国の在庫残高デフレー

タを利用する。在庫変動について、他の需要項目

と異なる取り扱いをしているのは、在庫変動は他

の需要項目と比べて毎年の変動が大きく、他の需

要項目で行った手法と同様に取り扱うと、乖離が

生じやすくなってしまうためである。

・輸移出、輸移入

輸出および移出は『県民経済計算』では「財貨・

サービスの移出」として合算された形でしか示さ

れておらず、輸出と移出が分割されていない。ま

た移出は、関西地域外への移出のみ合計する必要

があるため、関西の輸移出データを推計により作

成する必要がある。本稿では入江（２０１４）と同様

に、以下の①から⑥の手順に従ってデータを作成

する。

①　各県の県民経済計算から輸移出・輸移入の時

系列データを抽出する。ただし純計しかデータ

がない府県については、輸移出を他府県の伸び

をもとに作成し、その値と純計データから輸移

入を作る。

②　各県の値を合計して関西の移輸出・移輸入デー

タを作る。

③　税関の近畿圏貿易概況データを入手し、これ

に財サービス比率を乗じる。これにより輸出、

輸入データ（名目）が得られる。

④　輸移出から輸出、輸移入から輸入をそれぞれ

減じ、移出および移入データ（名目）を推計する。

⑤　全国の輸出デフレータをもとに実質輸出を推

計する。また実質輸移出から実質輸出を引いて

実質移出を推計する。

⑥　名目移出を実質移出で除して移出デフレータ

を推計する。

４．関西経済予測モデルの構造と主要方程式

本節では、改訂版関西経済予測モデルの概要を

説明する。図３はモデルのフローチャートを示し

たものである。

モデルの概要は以下の通りである。モデルの規

模は、内生変数５３個、外生変数３３個（ダミー変数

除く）、定義式２６本、推定式２７本である。一般的

なマクロ計量モデルに比べるとやや小規模である

が、これは予測の機動性を重視しているためであ

る。大規模なモデルは様々なシミュレーションや

精緻な分析結果を得ることができるが、ハンドリ

ングが困難となる。また地域経済の先行き予測に

主眼を置いたモデルとしているため、財政ブロッ

クや金融ブロックは置かず、日本経済から決まる

形としている。この点、本モデルは基本的に、ア

ジア太平洋研究所の日本経済予測で用いられてい

るマクロ計量モデルと類似した構造となっており、

日本経済の予測結果が関西経済の予測に反映され

る形になっている。したがって本モデルによる関

西経済予測は、日本経済予測と一貫性を持つ。

以下、主要な実質需要項目について、推定結果

の説明を行う。推定方法は、単純最小二乗法であ

る。変数の後の括弧つきの数値はラグを示してい

る。方程式中の DM はダミー変数を表しており、数

値はダミー変数を設定した年度である。LOG（X）

は自然対数を示す。各構造方程式の下に括弧つき

で示した数値は t 値である。ADJ.R２ は自由度修

正済決定係数、SER は標準誤差、D. W. はダービ

ン・ワトソン統計量をそれぞれ示している。

・実質域内総支出　KAN_GRP

実質域内総支出は、民間最終消費支出（KAN_CP）、 

民間住宅投資（KAN_IPH）、民間企業設備投資

（KAN_IPF）、民間企業在庫変動（KAN_JP）、政
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府最終消費支出（KAN_CG）、公的総固定資本形

成（KAN_IG）、公的在庫変動（KAN_JG）輸出

（KAN_EF）、輸入（控除）（KAN_MF）、純移出

（KAN_NED）、統計上の不突合（KAN_SDP）の

合計である。なお政府最終消費支出、公的総固定

資本形成、公的企業在庫変動及び統計上の不突合

は外生変数である。

KAN_GRP ＝ KAN_CP + KAN_IPH + KAN_IPF + 

KAN_JP+KAN_CG+KAN_IG+KAN_JG+KAN_EF 

― KAN_MF + KAN_NED + KAN_SDP

・実質民間最終消費支出 KAN_CP

実質民間最終消費支出は、家計最終消費支出

（KAN_CPH）と対家計民間非営利団体最終消費

支出（KAN_CPNH）からなる。実質家計最終消

費支出は、可処分所得（KAN_YD）、家計貯蓄残

高（KAN_KSH）、自己ラグにより説明される。

なお説明変数には、民間消費デフレータ（KAN_ 

PCP）により実質化した値を用いる。実質対家計

民間非営利団体最終消費支出は可処分所得および

自己ラグにより決まる形としている。

KAN_CP＝KAN_CPH+KAN_CPNH

KAN_CP＝―９４９３１２.３

　　　　　　（―０.５３）

+０.１５４４４ · （KAN_YD/KAN_PCP * １００）

　（３.００）

+０.０１１３２ · （LOG（KAN_KSH（―１）/KAN_PCP * １００））

　（１０.５）

+０.７３１６９ · （KAN_CPH（―１））

　（４.３７）

―　　―１７
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図３　改訂版関西経済予測モデルの概要フローチャート

注：網掛けは外生変数であることを示す。
出所：筆者作成



+１０３６９３７ · （D１３１４）

　（２.９８）

ADJ.R２＝０.９９０　 SER＝４７５４９９　 D. W.＝１.８４３

KAN_CPNH＝―４５５３７.１

　　　　　　　 （―０.５９）

+０.００２２３ · （KAN_YD/KAN_PCP * １００））

　（１.２０）

+０.９４６２３ · （KAN_CPH（―１））

　（４.３７）

+７８２６６.９ · （D９８９９）+８３５６２.８ · （D１１１２）

　（３.１９）　　　　　 （３.２４）

ADJ.R２＝０.９８３　 SER＝３３４７１.２　 D. W.＝２.４０７

・実質民間住宅 KAN_IPH

実質民間住宅は、住宅投資デフレータ（KAN_ 

PIPH）により実質化した家計可処分所得（KAN_ 

YD）および前期末住宅ストック（KAN_KPH）

を説明変数とした。

LOG（KAN_IPH）＝―３４.９８１０５

　　　　　　　　　　（―８.０８）

+３.４８１７５ · （LOG（KAN_YD/KAN_PIPH * １００））

　（１２.０）

―０.６５９７９ · （LOG（KAN_KPH（―１））

 （―８.５４）

―０.２０７３７ · （D９１９３）―０.２５９９８ · （D０９１２）

 （―３.４４）　　　　 （―５.２０）

ADJ.R２＝０.９１１　 SER＝０.０８６０　 D. W.＝１.２４３

・実質民間企業設備 KAN_IPF

実質民間企業設備は、基本的に新古典派型投資

関数を想定し、域内総生産（KAN_GRP）、民間

企業資本ストック（KAN_KPF）を説明とした。

LOG（KAN_IPF）＝―１２.５９６７

　　　　　　　　　 （―７.４９）

+２.９５２３０ · （LOG（KAN_GRP））

　（１７.０）

―１.３５８０２ · （LOG（KAN_KPF（―１））

 （―８.３８）

+０.０８２９６ · （D９７９８）+０.０９７１４ · （D０９１０）

　（２.５８）　　　　　　（３.０８）

ADJ.R２＝０.９５７　 SER＝０.０４１　D. W.＝１.７６０

・実質民間企業在庫変動 KAN_JP

実質民間企業在庫変動は、実質域内総生産と民

間企業在庫ストックで説明される。

KAN_JP＝―５９２５４９７

　　　　　 （―８.００）

+０.１３３１４８ · （KAN_GRP（―１））

　（８.８７）

―０.５１２１９８ · （KAN_KJP（―１）

 （―９.４８）

―８００３９５ · （D０８）―８８１３７５ · （D１４）

 （―３.８６）　　　 （―４.２２）

ADJ.R２＝０.８３２　 SER＝２００７６０　 D. W.＝１.９７７

・財貨・サービスの実質輸出 KAN_EF

実質輸出は、海外所得要因と価格要因で説明さ

れる。海外所得要因の代理変数として世界輸出額

（RW_XGVD）を輸出価格指数（RW_PXGD）で

除した実質世界輸出額を用いている。また価格要

因として、為替レート（JPN_FXS）によって円

換算した世界輸出価格指数（RW_PXGD）と輸出

デフレータ（KAN_PEF）による相対価格を説明

変数とする。

LOG（KAN_EF）＝１３.９９３０

　　　　　　　　  （６６.５）

+０.５５９５７ · （LOG（RW_XGVD/RW_PXGD））

　（２９.５）

―０.１２７３４ · （LOG（KAN_PEF/JPN_FXS/RW_PXGD））

 （―２.１３）

―０.１０７３５ · （D０１）+０.１４７５１ · （D０４０７）

 （―２.２１）　　　　（５.７５）

ADJ.R２＝０.９９１　 SER＝０.０４６　D. W.＝１.５１２

・財貨・サービスの実質輸入 KAN_MF

実質燃料輸入は、所得要因として実質域内総生

産（KAN_GRP）、価格要因として輸入デフレー

タ（KAN_PMF）と域内総生産デフレータ（KAN_ 

PGRP）の相対価格を説明変数として推定している。

LOG（KAN_MF）＝―４５.９４８０

　　　　　　　　　 （―１５.５）

+３.４３０９３ · （LOG（KAN_GRP））

　（２０.９）

+０.３９９３２ · （LOG（KAN_PMF/KAN_PGRP））

　（４.２５）

―０.２５８６５ · （D９０９３）

 （―５.０１）
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ADJ.R２＝０.９５３　 SER＝０.０９５　D. W.＝１.０２３

・財貨・サービスの実質純移出 KAN_NED

純移出は、国内総生産（JPN_GDP）を説明変

数として採用している。自由度修正済決定係数が

０.６６０とやや低く改善の余地が残されていると思わ

れるが、今回は次式を採用した。

KAN_NED＝―１００８３５８+５.９１７８０ · （JPN_GDP）

　　　　　　　（―０.９８）　 （２.４８）

+２５１１９３６ · （D８８９４）―２６３８４２５ · （D０７１０）

　（５.６７）　　　　　（―４.５４）

ADJ.R２＝０.６６０　 SER＝１０３５０１８　 D. W.＝１.１６９

なお名目系列の域内総生産項目については、実

質域内総生産を構成する各項目と当該デフレータ

の積として定義される。個別需要項目の名目値を

積み上げたものが名目域内総生産である。ただし、

名目公的企業在庫変動および名目統計上の不突合

は外生である。

以下、支出項目以外については、モデル上の変

数間の関係について概要を示す。

・家計可処分所得

家計可処分所得は、雇用者報酬、社会保障給付、

個人企業所得、家計財産所得、その他家計所得の

合計から、直接税ならびに社会保障負担を控除し

たものとする。このうち、その他家計所得は外生

変数である。

・雇用者報酬

雇用者報酬は、賃金・俸給と社会保障雇主負担

の合計である。賃金・俸給は、一人当たり賃金俸

給に雇用者数を乗じたものとする。社会保障雇主

負担は、家計における社会保障負担及び自己ラグ

を説明変数としている。

・個人企業所得

個人企業所得は、賃金・俸給と自己ラグを説明

変数としている。

・家計財産所得

家計財産所得は、名目域内総生産、長期国債利

回り（１０年物）、全国の家計財産所得により決ま

る形としている。

・企業所得

企業所得は、名目域内総生産、賃金俸給、財産

所得を説明変数としており、定義式に近い形での

定式化を行っている。

・所得・富等に課される経常税（家計負担分）

所得・富等に課される経常税は、賃金・俸給と

家計財産所得の合計を説明変数としている。

・社会保障給付・社会保障負担

社会保障給付は、一人当たり賃金・俸給に６５歳

以上人口を乗じたもの、および一人当たり賃金・

俸給に失業者数を乗じたものを説明変数とする。

失業者数は、人口に完全失業率を乗じたものを用

いている。また社会保障負担は、保険料率に賃金・

俸給を乗じたものと、全人口に占める６５歳以上の

割合を説明変数としている。

・資本ストック・家計貯蓄残高

資本ストック・家計貯蓄残高では、民間企業資

本ストック、民間住宅ストック、名目民間企業在

庫ストック、実質民間企業在庫ストック、民間企

業ストック除却、民間住宅ストック除却び家計貯

蓄残高を内生化している。期末のストックは期首

のストックに当期投資フローを加え除却を控除し

たものである。家計貯蓄残高は家計貯蓄を積み上

げたものである。

・完全失業率

完全失業率は、全国の完全失業率と関西におけ

る単位労働費用を説明変数としている。

・就業者数・雇用者数

就業者は定義的に決まる労働力人口に有業率を

乗じて決定される。また雇用者数は、就業者数に

雇用者比率を乗じて決定される。

・賃金・物価

一人当たりの賃金俸給は、全国の一人当たりの

賃金俸給をアンカーとし、域内総生産・民間企業

資本ストック比率と自己ラグにより決定される。

一人当たりの賃金俸給が決まると、それが消費者

物価指数を説明する。消費者物価指数や国内企業

物価指数は、域内総生産の構成項目のデフレータ
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を決定する。ただし GRP デフレータについては、

域内総生産の名目値と実質値から事後的に決定さ

れる形としている。

なお構築したモデルの当てはまりの良さについ

て、実質 GDP、名目 GDP、GDP デフレータの実

績値と理論値を比較した。それぞれの RMSE rate

（Root Mean Squared Error rate）を算出すると、

２.９５％、３.６５％、１.１３％となった。飯塚・加藤（２００６） 

では、RMSE rate でのモデルの妥当性の目安を

２～３％としており、本モデルの当てはまりは改

善の余地が幾分残されてはいるものの、まずまず

妥当な誤差に収まっていると判断できる。

５．標 準 予 測

これまで、今回改訂した関西経済予測モデルの

概要について説明してきた。本節ではこの関西経

済予測モデルを用いた際の結果の一部として、

２０１９年８月時点の標準予測を示す�。なお本稿で

示す標準予測の予測期間は２０２０年度までである。

ただし、今後の経済環境の変化により、外生変数

の想定は変わりうる。

表４は関西経済の標準予測のための主な外生変

数の設定について、２０１８年度から２０年度まで示し

たものである。

海外変数としては、為替レートは予測期間中１０５

円台まで円高基調で推移する。世界貿易は価格、

金額とも予測期間中ほぼ横ばいと想定している。

国内変数について見ると、実質国内総生産成長率

は２０１９年度+１.０％、２０年度+０.５％としている。国

内物価、金利はほぼ横ばいである。実質政府最終

消費支出および実質公的固定資本形成は、２０１９年

１０月に予定されている消費税率引き上げに伴う経

済対策から増額が見込まれ、+２％程度としてい

る。人口については、社会保障・人口問題研究所

の中位予測に基づいている。

標準予測の結果によると、関西の実質 GRP 成

長率を２０１９年度+０.６％、２０年度+０.５％となる（図

４、表５）。なお過年度の実績見通しについては
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表４　外生変数の設定

２０年度１９年度２０１８年度単位変数名

１０５.０１０８.０１１０.９円/ドル為替レート

９７.６９６.８９８.６２０１０年＝１００世界輸出価格

１８,１７９１７,４４６１８,１７０１０億ドル世界輸出総額

５４３,７０５５４０,９６３５３５,６９３１０億円国内総生産

－０.１０－０.１９０.０４％国債金利

１０９８％消費税率

１０２.３１０１.８１０１.２２０１５年＝１００国内消費者コア物価指数

１０３.６１０２.３１０１.５２０１５年＝１００国内企業物価指数

１５,５２７１５,３８８１５,１４６１０億円実質政府最終消費支出

２,８３８２,７８２２,７１９１０億円実質公的総固定資本形成

２,０４０２,０４６２,０５３万人総人口

５９０５８３５７７万人６５歳以上人口

出所：筆者作成

表５　標準予測結果の概要表

２０２０２０１９２０１８２０１７２０１６年度

０.３０.６０.９１.１０.１民間最終消費支出

▲ １.９０.８２.１▲ ３.３４.１民間住宅

２.１３.４３.０４.２５.３民間企業設備

０.９１.６０.６０.７０.６政府最終消費支出

２.０２.３▲ ０.９▲ ２.２▲ ６.１公的固定資本形成

１.７▲ ２.５▲ １.０８.４１.３輸出

２.１▲ ０.０▲ １.６３.４１.１輸入

０.５０.６１.３２.５０.８実質域内総生産

０.３０.８１.１１.３０.９　民間需要（寄与度）

０.２０.４０.１０.１▲ ０.１　公的需要（寄与度）

▲ ０.０▲ ０.５０.１１.２０.１　域外需要（寄与度）

０.８１.１１.０２.７０.５名目域内総生産

０.４０.５▲ ０.３０.２▲ ０.３GRP デフレータ

０.５０.７０.５０.５▲ ０.２消費者物価指数

０.６０.０－０.３２.５２.４鉱工業生産指数

２.８２.７２.７２.９３.４完全失業率

注：単位％、完全失業率以外は前年度比伸び率。関西経済の
２０１６�１８年度は実績見通し、１９�２０年度は予測値。

出所：筆者作成

図４　標準予測結果（実質 GRP 成長率と寄与度）

出所：筆者作成



小川・稲田（２０１３）で開発された県内 GDP 早期

推計の最新結果を反映して１６年度+０.８％、１７年度

+２.５％、１８年度+１.３％としている。実質 GRP 成長

率に対する各需要項目の寄与度を見ると、２０１９年

度は民間需要が+０.８％ポイントと景気を下支えす

る。また公的需要も消費税対策を反映し+０.４％ポ

イントと成長に貢献する。一方、域外需要は―０.５％

ポイントと成長抑制要因となる。２０年度は民間需

要+０.３％ポイント、公的需要+０.２％ポイントと前

年に引き続いて成長を押し上げるが、小幅である。

域外需要は―０.０％ポイントと成長にほとんど寄与

しない。

なお標準予測に対するリスクとして、国内要因

として中国経済の停滞が続く中での消費増税の影

響は、政府の経済対策が予定されているとはいえ

不透明である。また海外要因として、米中対立や

英国の EU からの「合意なき離脱」に伴う世界経

済全体の停滞およびそれに伴う影響の長期化が考

えられる。

６．む　す　び

本稿では、県民経済計算で新たな計算体系とし

て導入された ２００８SNA の概要と関西各府県経済

への影響をみた上で、筆者がこれまで開発してき

た関西経済予測モデルを、２００８SNA に準拠した

データに基づき改定した。標準予測の結果による

と、関西の実質 GRP 成長率は２０１９年度+０.６％、

２０年度+０.５％となる。本モデルのように、県境を

越えて広域に跨る経済を取り扱う地域計量モデル

は、データの制約等の問題があるものの、政策決

定や予測にその果たす役割は大きいと考える。

今後の課題として、モデルの各構造方程式の精

度の向上に取り組むべきであろう。特に地域経済

分析において一つの論点となる移出入について、

海外経済・国内経済との関係を詳細に分析する必

要がある。具体的には、国内経済との関係におい

ては、アジア太平洋研究所（２０１９）で開発された

関西地域間産業連関表の情報を取り込むというア

プローチが考えられる。また海外経済との関係に

おいては、輸出・輸入を対地域別に分解して推計

を行えば、各国経済での影響を個別に見ることが

でき、より精緻な分析が可能となるだろう。

（注）

�　ここでの「広域関西」とは、福井県、三重県、滋賀県、

京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、

徳島県の２府８県である。

�　入江（２０１４）では関西地域を対象としたマクロ計量モ

デルの既存研究についてサーベイを行っている。ただ

しここで取り上げられているモデルは、いずれも ９３SNA 

に基づいている。２００８SNA に基づくマクロ計量モデ

ルは、丸山ほか（２０１８）で示されている内閣府短期モ

デル、久保田・篠�（２０１８）などがあるが、いずれも

日本全国を対象としたモデルである。なお日本のマク

ロ計量モデルの歴史やモデルの概要は、市村・クライ

ン（２０１１）が詳しい。

�　筆者は一般財団法人アジア太平洋研究所において

「Kansai Economic Insight Quarterly」の作成に携わ

り、四半期毎に関西経済の現況および最新標準予測を

示している。本稿で示している予測結果の詳細は、同

レポート No.４４ に掲載している。予測は随時更新され

るため、最新の結果は同研究所ホームページ（https: 

/ /www.apir.or.jp/）を参照。
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